




















たと考えられる。本稿においては、その契機となったと評される最高裁平成 5 年 11 月 25 日
判決（「大竹貿易事件」）、及びこのような解釈が定着したものと評された最高裁平成 25 年














（1）最高裁平成 5 年 11 月 25 日判決（「大竹貿易事件」） 
（2）最高裁平成 25 年 7 月 19 日判決（「ビックカメラ事件」）
3　 税法独自（固有）の観点からの解釈 
（1）税法独自（固有）の観点からの解釈の妥当性 
（2）法人税法 22 条の 2 の新設と今後の課題
おわりに
はじめに












1　 本稿では、「3（2）法人税法 22 条の 2 の新設と今後の課題」より前は平成 30 年度改正前の法 22 条 4
項の条文に基づき説明をするものとする。























にして、最高裁平成 5 年 11 月 25 日判決（「大竹貿易事件」）及び最高裁平成 25 年 7 月 19
日判決（「ビックカメラ事件」）の検討を通じて研究し、その妥当性 4 について考える。





4　 本稿において使用する「妥当性」という用語については、法 1 条中の「納税義務の適切な履行を確保
する」という趣旨に適合しているという意味で使用している。
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1　公正処理基準の概要
（1）導入経緯
　法人税法は、明治 32 年に、所得税法が全面改正され、その中の 3 種の所得 5 のうちの一つ
























　その後、昭和 41 年 12 月の政府税制調査会では「税制の簡素化についての第一次答申」9 を
5　 新法では、第一種が法人所得、第二種が公社債利子、第三種が 300 円以上の個人所得とされた。
6　 金子　前掲注 2、54 頁。
7　 武田昌輔　『会計・商法と課税所得』（森山書店、1993）、10 頁。
8　 経済安定本部企業会計制度対策調査会中間報告（昭和24年7月9日）「企業会計原則の設定について」。





































理の基準」『税大論叢』第 3 号、172 頁）。
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（2）概要
　法人税法の公正処理基準は、旧商法 32 条 2 項に規定する「公正なる会計慣行」（以下「公






















説 18 との 2 つの説では、後の説の方が有力になってきているとの指摘がある 19。
　また、最高裁平成 25 年 7 月 19 日判決（「ビックカメラ事件」）などの近時の判決につい
ては、法 22 条 4 項を、いわば法人税法の外にある企業会計制度の基準を法人税法の規範とし
14　 山本守之　『新版　検証税法上の不確定概念』（中央経済社、2015）50 ～ 51 頁。
15　 原省三　「公正処理基準に関する一考察 ―最近の我が国の企業会計制度の変容を踏まえて―」『税大
論叢』第 58 号（2008）、279 頁。

















おり（以下「為替取組日基準」という）、昭和 55 年 3 月期及び同 56 年 3 月期においても、輸
出取引による収益を為替取組日基準によって所得金額を計算し、法人税の申告を行った。
　これに対し、Y（税務署長－被告・被控訴人・被上告人）は、輸出取引による収益の計上
17　 例えば、岡村忠生教授は、「法人税法 22 条 4 項の導入経緯や立法趣旨を考えれば、他のソフトロー
よりも法的ルールにより近い、すなわち尊重されるべきものであったはずの企業の会計実務の領
域の会計基準の中から、『一般に公正妥当と認められる』ものを選択して所得計算に用いるべき」
（「法人税法 22 条 4 項と『税会計処理基準』―ビックカメラ事件」『税研』第 178 号、2017、143 頁）
と指摘されている。また、谷口勢津夫教授は、公正処理基準について、「法人税法の観点からではな
く、企業会計の観点から解釈すべきものである。」（「公正処理基準の法的意義 ―税法における恣意










19　 弥永真生・成道秀雄 「公正処理基準の真相」『税研』第 198 号（2018）、2 頁。
20　 佐藤英明　「批判」判評 672 号『判例時報』2241 号（2015）、140 頁。
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については、船積日基準によるべきものであるとして、X の昭和 55 年 3 月期の所得金額及び
法人税額の更正処分を行った。
　これらの取消しを求めて X が本件訴えを提起したところ、第一審判決（神戸地判昭和























































21　 LEX/DB インターネット TKC 法律情報データベース文献番号 22001540・22005101・22006451。
22　 神山弘行　「輸出取引にかかる収益の計上時期」『別冊ジュリスト租税判例百選（第 6 版）』（有斐閣、
2016）、122 頁。
23　 小林裕明 「公正処理基準を考える① ―大竹貿易事件―」『税務 QA』2017.5 月号、60 頁。
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⑤ 本判決の検討
　まず、本件の争点は船荷証券が発行されている商品の輸出取引による収益計上時期がいつ



















22 条 4 項の『一般に公正妥当と認められている会計処理の基準』の意義を明らかにしていな




























　しかし、法 22 条 4 項に定める公正処理基準は「まさに法定された概念であるから、その意




（2）最高裁平成 25 年 7 月 19 日判決（「ビックカメラ事件」）
① 事実の概要
　内国法人 X（原告・控訴人）は、家庭用電気製品の売買等を目的とする株式会社であり、
本件事業年度中の平成 20 年 6 月以降その発行する株式を東京証券取引所第一部に上場してい





25　 石倉文雄　「輸出取引に係る収益の計上時期」『ジュリスト』1054 号（1994）、123 頁。
26　 川端康之　「法人税法における収益の計上時期 ―権利確定主義に関する二つの最高裁判例」『判例時
報』1512 号『判例評論』432 号、221 頁。
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告が、法 22 条 2 項等の規定に従い、法律関係に従って、有償による信託受益権の譲渡取引と
したのは実体ないし実質を欠くものではない。企業会計上の公正会計基準として、有力なも














　本判決の意義については、最高裁平成 5 年 11 月 25 日判決（「大竹貿易事件」）で判示さ
れた、「法人税法の企図する公平な所得計算という要請」という法人税法独自（固有）の考え
が、法 22 条 4 項の解釈上、予測可能性・法的安定性の観点から未だ課題は残るにせよ定着し
てきたものと考えられる。
⑤ 本判決の検討

























紀要』第 5 巻（2014）、63 頁）。
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　その上で、東京高裁がした不動産流動化実務指針が税法独自（固有）の観点から「税会計
処理基準に該当するものとはいえないといわざるを得ない」とする判断について考えてみる



















































（2）法人税法 22 条の 2 の新設と今後の課題













30 年 5 月）。
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　具体的には、法 22 条 4 項を、「第二項に規定する当該事業年度の収益の額及び前項各号に
掲げる額は、別段の定めがあるものを除き、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に
従って計算されるものとする。」と一部改正して、「別段の定めがあるものを除き」という文
言を追加するとともに、「第三款　益金の額の計算」の「第一目　収益の額」に法 22 条の 2




の 2 と法 22 条 2 項との関係性、並びに法 22 条 4 項に「別段の定めあるものを除き」という
文言を追加した意味について考える。
　法 22 条 2 項では、「内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額
に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、資産の販売、有償又は無償による資産
の譲渡又は役務の提供、無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のもの」と




　つまり、資産の販売、資産の譲渡、そして役務の提供については、法 22 条の 2 第 1 項から
3 項が法 22 条 2 項でいう「別段の定め」として機能するものと考えられる 34。ただし、法 22
条 2 項中の無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものについては、従前
のとおり法 22 条 4 項の計算方法によるものと考えられる 35。
　そうであれば、法人税法の益金については、まず、法 23 条以下の別段の定めが適用され、
該当がない場合に次に 22 条の 2 が適用され、さらに、残るものとして法 22 条 2 項中の無償
による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものについて、限定的に法 22 条 4 項の
公正処理基準該当性の問題が生じる可能性が残るようになるのではなかろうか。
　次に法 22 条 4 項に「別段の定めがあるものを除き」という文言を追加した意味はいかなる
34　 酒井克彦教授は、この点について「有償取引についてのみ、法人税法 22 条の 2 は同法 22 条 4 項の
『別段の定め』であると整理することも不可能なわけではない」と述べられている（「収益認識に関
する会計基準」と法人税法（9）税務事例（Vol.50.No10）2018.10、81 頁）。
35　 この点について、酒井克彦教授は、「『法人税法 22 条 2 項⇒同条 4 項の別段の定め⇒同法 22 の 2』





ものであろうか。これについては、法 22 条 2 項の益金の額の計算に際して、「別段の定め」
があるものを除いて公正処理基準によるものとされるのであるから、この「別段の定め」は
当然に、法 22 条 2 項の「別段の定め」（23 条以下各規定）と異なるものである。




法 22 条 4 項の「別段の定め」については、収益認識会計基準が適用されない場合、すなわち
法 22 条の 2 の適用がない場合は従来どおり、公正処理基準により益金の額を計算するものと
していると考えられるのではなかろうか。





　なお、これにより、法人税法上の益金の計上に関しては、法 22 条 2 項中の無償による資産
の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものを除き、法 22 条 2 項の別段の定めである法
22 条の 2 が適用されるため、法 22 条 4 項の公正処理基準該当性の問題は、これまでよりも
議論される機会は減っていく可能性が高い。





　これまでに述べたとおり、法人税法 22 条 4 項の公正処理基準については、最高裁平成 5 年
11 月 25 日判決（「大竹貿易事件」）を契機に「法人税法の企図する公平な所得計算の要請
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　しかしながら、法人税法独自（固有）の観点からの判断については、今回テーマとした収
益認識の時期が争点されたものではないが、例えば、脱税工作のための支出金の損金性が争
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　Taxable income calculation is based on article 22（4） of corporate Tax Law. It adopts the principle of 
fnal settlement accounts based on the principle of corporate accounting compliance.
　However, since Accounting Standards Big Bang around 2000, the relationship between fair treatment 
standards and various new accounting standards was changed. Because these accounting standards 
were made from the viewpoint of importance for investor’s decision, this change cause trouble in case 
of calculating taxable income.
　Since the Otake trade case, the request for equitable income calculation proposed by the law became 
emphasized, and in the calculation of taxable income, a flter called “the independent perspective of the 
Corporate Tax Law” was established.
　In case of taxable income, it is important to judge through this flter from the viewpoint of corporate 
Tax Law, because judgment must be made from the viewpoint of fairness of equitable burden among 
taxpayers. In other words, this flter is valid.
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